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中小企業の企業間取引の現状

•【現状】
• 中小企業の企業間取引は今でもFAX利用が一般的
→中小企業の低い生産性要因

•【阻害要因】
① これまでのEDIはFAXより使いにくい
② FAXに代わる便利な中小企業用ITツールがな
い

•【目指す姿】
① FAXと同等のEDI
② FAXより便利なEDI
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データ連携実証事業の狙い
• 【事業の目的】
① 中小企業の紙取引デジタル化によるIT活用促進
② これによる中小企業の生産性向上の底上げ
• 【目標】
① FAXの代わりに使えるデジタルデータ交換手段の提供
② FAXより便利な業務アプリの提供

→取引データ交換の人手作業を無くすことからスタート
• 【実現方法】• 【実現方法】
① 「共通EDIプロバイダ」による多対多接続サービス

→電話網・インターネット同様の多対多接続実現
→異なるベンダーの業務アプリ（オンプレミス・クラウド）相互
接続

② 共通EDIとすぐ接続できる「連携業務アプリ」商品化・普及
→国連CEFACT準拠共通EDIメッセージを共有して実装

③ 取引デジタル連携を、金融連携やIoT連携へ拡張
→中小企業共通EDIからデータ連携情報基盤へ
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中小企業共通EDIの提案

オンプレミス
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中小企業共通EDI



【参照資料1～3】中小企業共通EDI公式ドキュメントの対象者

ドキュメント名 目的・内容

対象者
ユーザ サービス提供者 管理者・支援者

受発注企業等アプリベンダ等 EDIプロバイダ プロマネ
コーディネータ

【参照資料1】
中小企業共通
EDI仕様v3.1 
（解説書）

中小企業共通EDI仕様
V3.1（プロセスの定義、
メッセージの概念データ
モデル、コード定義表、
メッセージ辞書・BIE
表）の掲載および解説

△ ◎ ◎ 〇

ユーザー企業が中小企業
【参照資料2】
中小企業共通

EDIメッセージ
ガイドライン

ユーザー企業が中小企業
共通EDIサービスを効果
的に活用するため、およ
びITベンダが適切にサー
ビス提供するためのガイ
ドライン

◎ ◎ ◎ ◎

【参照資料3】
中小企業共通

EDI実装
ガイドライン

中小企業共通EDIサービ
スの提供を行うITベンダ
に求められる、当サービ
スの機能仕様、実装仕様
のガイドライン

△ ◎ ◎ 〇

◎必須 〇推奨 △参考
支援者:ユーザのEDI導入を支援する専門家等
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中小企業共通EDIプラットフォームの実装イメージ

受注企業固有フォーマット

国連CEFACT
国際標準

クラウド
業務アプリ

中小企業
共通EDI
プロバイダ

オンプレミス
業務アプリ

変
換

共通
I/F

EDI通信PKG

中小企業
共通EDI
メッセージ

クラウド業務アプリ連携方式②

中小企業共通EDIメッセージ

メールボックス

オンプレミス
業務アプリ

変
換

共通
I/F

中小企業
共通EDI
メッセージ
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中小企業
共通EDI
プロバイダ
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業務アプリ

クラウド
業務アプリ
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換

受注企業固有フォーマット
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EDI通信PKG
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共通EDI
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中小企業共通EDIメッセージ
（XMLファイル）

API接続

メールボックス

クラウド業務アプリ連携方式①オンプレミス業務アプリ連携方式



業務アプリの共通EDIプロバイダへの接続

• 【現状】
– 現状の業務アプリはEDI連携機能が無いので、EDI接続するため
には都度カスタマイズしなければならない

– この状況では中小企業にEDIを普及することはできない

• 【解決策】
– 下記の仕様を業務アプリに標準実装する。

① 国連CEFACT共通辞書準拠の中小企業共通EDIメッセージを実装① 国連CEFACT共通辞書準拠の中小企業共通EDIメッセージを実装
② オンプレミス業務アプリは連携共通I/Fを実装／クラウド業務アプリは

共通APIを実装
③ 中小企業共通EDIプロバイダは相互に連携して、中小企業共通EDIメッ

セージを交換

→これにより異なるITベンダーの業務アプリが中小企業EDIデータを
交換できるようになる

– パッケージ業務アプリ／クラウド業務アプリに上記③項の中小企
業共通EDI連携機能を標準実装して商品化する

→これを業界の協調領域テーマとして、連携して普及を推進する
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現状社内業務アプリのタイプ

共通EDI
プロバイダ

共通辞書変換F社
発注側

（クラウドアプリ）

注文情報

現状の業務アプリが共通
EDIプロバイダと接続する
ためにはカスタマイズしな
ければつながらない。

この状態では中小企業へ
EDIを普及させることはでき
ない

G社
受注側

（クラウドアプリ）

注文情報

国連
CEFACT
共通辞書

A社
発注側

（自社開発アプリ）

C社
受注側

（EXCEL管理）

D社
受注側

（パッケージアプリ）

E社
受注側

（自社開発アプリ）

注文情報 注文情報

B社
発注側

（パッケージアプリ）

注文情報 注文情報注文情報

8現状のオンプレミス業務アプリ



オンプレミス業務アプリの共通EDI接続案
（バイヤー側）

共通辞書変換

共通EDIプロバイダ 連携共通I/F

注文 注文 注文回答

① ② ③

注文

EDI送受信
購買管理
アプリ

EDI送受信購買管理
アプリ商品化。注文
情報を送信し、注文
回答情報をEDI受信
可能とする

注文

EDI送信
購買管理
アプリ

EDI送信購買管
理アプリを商品
化。注文回答は、
人間系で対応

注文 注文回答

EDI送受信I/F
アプリ

EDI送受信I/Fアプリ
商品化

既存PKGのエクス
ポート機能改良

既存購買管
理パッケージ

注文情報

注文情報

注文情報 注文回答

注文回答注文
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オンプレミス業務アプリの共通EDI接続案
（サプライヤー側）

共通辞書変換

共通EDIプロバイダ 連携共通I/F

注文 注文 注文回答

① ② ③

注文

EDI送受信
販売管理
アプリ

EDI送受信販売管理
アプリ商品化。注文
情報を取り込み、注
文回答情報をEDI送
信可能

注文

EDI受信
販売管理
アプリ

EDI受信販売管
理アプリを商品
化。注文回答は、
人間系で対応

注文 注文回答

EDI送受信I/F
アプリ

EDI送受信I/Fアプリ
を商品化

既存PKGのイン
ポート機能改良

既存販売
アプリ

注文情報

注文情報

注文情報 注文回答

注文回答注文
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中小企業共通EDI「連携共通I/F」実装イメージ
＜オンプレミス業務アプリの共通EDI連携＞

ファイル転送

ファイル転送

ログイン時
に自動挿入

送信ファイル
投入

連携I/Fフォルダ

送信
ボタン

送信業務アプリ画面

連携先クライアントPC（送信）

送信
ファイル

受信ファイル
取込

受信
ボタン

受信業務アプリ画
面

受信
ファイル

連携先クライアントPC（受信）

連携
エージェント

連携I/Fフォルダ

連携
エージェント

連携共通I/F 連携共通I/F

連携共通I/F

ログイン時
に自動挿入

業務
アプリ

業務
アプリ

】

共通EDIプロバイダ中小企業共通EDI
プロバイダ

受信ファイル
取込み

連携I/Fフォルダ

受信
ボタン

受信業務アプリ画面

連携先クライアントPC（回答受信）

受信
ファイル

連携
エージェント

連携共通I/F

ファイル転送

送信ファイル
投入

送信
ボタン

送信業務アプリ画
面

送信
ファイル

連携先クライアントPC（回答送信）

連携I/Fフォルダ

連携
エージェント

連携共通I/F

ログイン時
に自動挿入

ファイル転送

ログイン時
に自動挿入

アプリアプリ
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【「連携共通I/F」のメリット】
– 「連携共通I/F」の導入により異なるITベンダー業務アプリ間の接続が可能になる。

⇒１：１接続からN:M接続への転換が実現する
– 中小企業共通EDIメッセージを実装している業務アプリ間であれば、接続先アプリを考慮せず
接続することができる



中小企業共通EDIの基本取引プロセス

取引プロセス
大分類

取引プロセス
中分類

引合見積 受発注 出荷検収 請求支払

見積
確定
注文

出荷 請求検収
支払
通知
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中小企業
情報種

見積依頼
メッセージ

見積回答
メッセージ

注文
メッセージ

注文回答
メッセージ

出荷案内
メッセージ

検収
メッセージ

請求
メッセージ

支払通知
メッセージ

発注者
アプリ

見積依頼アプリ 購買管理アプリ 検収アプリ 会計（支払通知）アプリ

受注者
アプリ

見積回答アプリ 販売管理アプリ 出荷案内アプリ 会計（請求）アプリ



中小企業共通EDIメッセージの体系

中小企業共通EDIメッセージ辞書(ITCA)

国連
CEFACT
共通辞書

準拠

標準 参照

実装

中小企業
基本仕様

中小製造業
拡張版

中小商社購
買拡張版

プロジェク
ト取引拡張

版

XX業界
拡張版

業界横断EDI共通辞書(SIPS日本語版)準拠

プロジェクト実装仕様

共通辞書
( CCL ) プロジェクトごとに設計

実装

準拠

情報項目追加要求

版
拡張版
追加要
求

・新しい業界拡張版と情報項目追加標準化が必要な場合は、SIPS経由、国連CEFACTへ追加申請を行う
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自社 連携先

ビジネスデータ連携基盤への拡張

原価管理
予算管理
会計管理
支払管理

販売管理
購買管理

原価管理
予算管理
会計管理
支払管理

販売管理
購買管理

ドメイン３
＜企業間商取引＞

ビジネスデータ連携基盤

ドメイン１
＜IT活用業務カイゼン＞

企業内つなぐIT

金流・商流連携

中小企業共通EDIプラットフォーム

製造設備制御
センサー情報

購買管理
請求管理

物流管理
引合管理
設計管理

生産・工程管理
品質管理

製造設備制御
センサー情報

購買管理
請求管理

物流管理
引合管理
設計管理

生産・工程管理
品質管理

＜企業間商取引＞
中小企業共通EDI

ドメイン２
＜つながる中小企業＞
ビジネスIoT連携

IoTの対象分野
中小企業の対応
は別途とする

IoTの対象分野
中小企業は第２
ステップで対応

商流以外の
業務へ拡大

ＩoＴプラットフォーム
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プロバイダ
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ISO 20022 pacs.
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請求EDI情報
の参照キーを
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支払

請求
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と連携
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